
東京電力ホールディングス株式会社

1号機大型カバー換気設備他の設置について
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はじめに

1

 1号機原子炉建屋を覆う大型カバーへの換気設備他設置に伴い，実施計画の下記の
範囲について変更を申請する。

 実施計画の申請範囲

＜変更箇所＞

Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備

2 特定原子力施設の構造及び設備，工事の計画

2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備

2.15 放射線管理関係設備等

Ⅲ 特定原子力施設の保安

第1編（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置）

42条 気体廃棄物の管理

第3編（保安に係る補足説明）

2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理

3.1.2 放射線管理

変更なし



燃料取り出し工法の概要

2

 原子炉建屋を覆う大型カバー及び換気設備他を先行設置し，大型カバー内のガレキ撤去用
天井クレーンや解体重機を用いて，ガレキ撤去を実施する。

 その後，オペレーティングフロア（以下，オペフロ）の除染・遮蔽を実施し，燃料取扱設
備(燃料取扱機，クレーン）を設置した上で，使用済燃料プール（以下，SFP）から燃料取
り出しを実施する。

ガレキ撤去時のイメージ図 燃料取り出し時のイメージ図

ガレキ撤去用天井クレーン

大型カバー

FHM
クレーン

内部カバー

ﾗﾝｳｪｲｶﾞｰﾀﾞ
換気設備他

※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

Ｎ

換気設備
放射性物質濃度測定器

SFP

注水用配管解体重機

変更なし



 下記のSTEP毎に実施計画を提出する計画である。

 今回の申請対象設備は，換気設備，放射性物質濃度測定器である。

 本申請対象設備は半導体・樹脂製品が含まれており，新型コロナウィルス感染症
等の影響に伴う長納期化が懸念される。製作・設置工程及び認可希望時期が大型
カバーと異なるため，STEP1-1とSTEP1-2は別申請とする。

燃料取り出しに向けた実施計画の提出方法（１）
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STEP4
・FHM，クレーン
・換気設備
・放射性物質濃度測定器
・エリア放射線モニタ
・ﾗﾝｳｪｲｶﾞｰﾀﾞ，内部ｶﾊﾞｰ

STEP1-1
・大型カバー
・ガレキ撤去用天井クレーン
STEP1-2
・換気設備
・放射性物質濃度測定器

大型カバー設置完了
(2023年度頃)

燃料取り出し開始
(2027~2028年度)

STEP1
大型カバー等設置

STEP2
ガレキ撤去等

STEP3
除染・遮蔽

STEP4
燃料取扱設備設置

STEP2
・ガレキ撤去
・ウェルプラグ処置

STEP3
・遮蔽

大型カバー
ガレキ撤去用
天井クレーン

換気設備

放射性物質
濃度測定器

FHM
クレーン

内部カバー

換気設備他
遮蔽

ガレキ撤去

ｳｪﾙﾌﾟﾗｸﾞ処置

※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

N

対
象
設
備

注水用配管

STEP5
燃料取り出し

ﾗﾝｳｪｲｶﾞｰﾀﾞ

今回申請範囲

申請済

変更なし



燃料取り出しに向けた実施計画の提出方法（２）
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 各STEPの実施計画変更予定範囲を以下に示す。

項目
STEP
1-1

STEP
1-2

STEP
2

STEP
3

STEP
4

STEP
5

Ⅱ 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備 ○ ○ ○ ○ ○ ○

添付資料－１－１ 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書 - - - - ○ -

添付資料－１－２ 放射線モニタリングに関する説明書 - - - - ○ -

添付資料－１－３ 燃料の健全性確認及び取り扱いに関する説明書 - - - - ○ ○

添付資料―２―１ 構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書 - - - - - ○

添付資料―２―２ 破損燃料用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書 - - - - - ○

添付資料―２―３ 構内輸送時の措置に関する説明書 - - - - - ○

添付資料－３－１ 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書 - ○ - - ○ -

添付資料－３－３ 移送操作中の燃料集合体の落下 - - - - ○ -

添付資料－４－１ 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書 - - - - ○ -

添付資料－４－２ 燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性に関する説明書 ○ - - ○ ○ -

添付資料－５ 使用済燃料プールからの燃料取り出し工程表 - - - - ○ -

添付資料－６ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバーに関する説明書 ○ - - - - -

添付資料－７ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバー解体について - ○ - - - -

添付資料－１０ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾌﾛｱのｶﾞﾚｷ撤去について - - ○ - - -

Ⅱ 2.15 放射線管理関係設備等 - ○ - - ○ -

添付資料－１ ダスト放射線モニタ系統概略図 - ○ - - ○ -

Ⅲ 第1編 第34条 新燃料の運搬 - - - - - ○

Ⅲ 第1編 第36条 使用済燃料の貯蔵 - - - - - ○

Ⅲ 第1編 第37条 使用済燃料の運搬 - - - - - ○

Ⅲ 第1編 第42条 気体廃棄物の管理 - ○ - - ○ -

Ⅲ 第1編 第60条 外部放射線に係る線量当量率等の測定 - - - - ○ -

Ⅲ 第1編 第61条 放射線計測器類の管理 - - - - ○ -

Ⅲ 第3編 2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理 - ○ ○ - ○ -

Ⅲ 第3編 3.1.2 放射線管理 - ○ ○ - ○ -

今回申請範囲

変更なし



燃料取り出しに向けた実施計画の提出方法（３）

年度 21 22 23 26 32

RMマイルストーン

廃炉中長期実行プラン
2021

実施計画

5

 各STEPの申請スケジュールを以下に示す。

1号機燃料取り出し開始
（2027～2028年度）

１～６号機燃料取り出し完了（2031年内）

燃取設備 検討・設計・製作・試験

建屋カバー(残置部)等撤去

大型カバー設置

1号機大型カバーの設置完了
（2023年度頃）

▽

ガレキ・天井クレーン等撤去

ウェルプラグ処置

燃取設備等設置

オペフロ除染・遮蔽

燃料取り出し

▽STEP1-1（2021年6月~）

▽STEP1-2（2021年8月~）

▽STEP4（2022年度）

▽STEP2（2023年度）

▽STEP3（2024年度）

STEP1-1,1-2

STEP2

STEP3

STEP4

STEP5

▽STEP5（2024年度）

STEP4

変更なし



換気設備他の設置目的
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 大型カバー換気設備他の設置目的は以下の通り。

 換気設備

• 大型カバー内の放射性物質の大気への放出を抑制するため，フィルタを含む換気設備を
設置する。

• 大型カバー内に設置する機器を保護するため，カバー内環境が40℃以下となるよう換
気設備で除熱する。

 放射性物質濃度測定器

• 大型カバーから大気に放出される放射性物質濃度を連続監視するため，換気設備のフィ
ルタユニット前後に設置する。

 注水用配管及び受け口（自主保安設備）

• 大型カバー設置に伴い，現在の非常用注水設備の代替注水手段（コンクリートポンプ車
からの放水によるSFPへの注水）に加えて自主保安設備として新たに注水用配管及び受
け口を設置し注水手段の多様化を図る。

 大型カバー換気設備及び放射性物質濃度測定器は，除染・遮蔽完了まで運用し，その後は設
置場所や設備構成を変更した上で，内部カバーの換気設備として運用する計画※1である。

※1 大型カバーの可動屋根開放時には，ガレキ撤去作業等の放射性物質を含むダストが発生する恐れのある作業は実施しない

変更なし



 大型カバー内で発生する放射性物質を含むダスト（以下，ダスト）の大気への放出を
抑制するため換気設備を設置する。

 換気設備の前後に放射性物質濃度測定器を設置し，放射性物質濃度を連続監視する。

 異常を検知した場合には，免震重要棟及び現場制御盤に警報を発する。

 換気設備の前後の放射性物質濃度測定器の警報値は，大気拡散により敷地境界モニタ
リングポスト近傍の放射性物質濃度測定器の警報が発しない値とする。

換気設備及び放射性物質濃度測定器の概要（１）
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＜換気設備の構成・性能＞

 排風機 ：2台（内1台予備）

 プレフィルタ：2台（内1台予備）

 高性能粒子フィルタ：2台（内1台予備）

 換気風量：30,000m3/h

 フィルタ効率：97％

＜放射性物質濃度測定器の構成・性能＞

 排気フィルタユニット入口：2台

 排気フィルタユニット出口：2台

 検出器の種類：シンチレーション検出器

 計測範囲：100～104s-1
大型カバー換気設備の概略構成

変更なし



 排風機及び排気フィルタユニットは，換気風量約30,000m3/hのユニットを2系列
（うち1系列は予備）設置する。

 排風機は1台当たりの出口風量が30,000m3/h以上となる機器を選定する。

 故障等により排風機が停止した場合には，予備機が自動起動する。

 放射性物質濃度測定器は，2台の連続運転とし，1台故障時においても放射性物質濃
度を計測可能な設備構成とする。

換気設備及び放射性物質濃度測定器の概要（２）
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大型カバー換気設備系統図
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※

変更なし



換気設備の換気風量（１）
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 要求事項

 大型カバー内に設置する設備を保護するため，40℃※1以下となる換気風量を確保する。

（有人での作業環境確保を目的とした設定値ではない）

 必要風量評価

 大型カバー内の熱負荷（10％の余裕を含む）を除熱するのに必要な換気風量は，下式よ
り求められる風量（約26,800m3/h）に余裕を見た約30,000m3/hとする。

※1 「電気学会 電気規格調査会標準規格 回転電気機械一般」
に記載の周囲空気の最高温度

※2 10%の余裕を含む（機器の最大熱負荷条件）
なお，機器発熱以外の熱負荷については，負の値(カバー外
への放熱)となるため考慮しない

※3 小名浜気象台で観測された1972 年～1976 年の5 年間の観
測データ に基づく，累積出現率99%となる最高温度

機器
熱負荷
[kW]

ガレキ撤去用天井クレーン 24

照明 17

解体装置（把持装置，解体重機） 52

合計
【10%の余裕を含む】

93
【103】

𝑡2

𝑡1

𝜌

𝐶𝑝

𝑞

𝑄：換気(排気)風量[m3/h]

：設計用熱負荷 約103[kW]（機器発熱）※2

：定圧比熱 1.004652[kJ/kg・℃]

：密度 1.2[kg/m3]

：カバー内温度 40[℃]

：設計用外気温度 28.5[℃] ※3

𝑄 = 𝑞/ 𝐶𝑝・𝜌・(𝑡1 − 𝑡2)・1/3600

変更なし



換気設備の換気風量（２）
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 要求事項

 大型カバー内に設置する設備を保護するため，40℃※1以下となる換気風量を確保する。

（有人での作業環境確保を目的とした設定値ではない）

 必要風量評価

 大型カバー内の熱負荷（10％の余裕を含む）を除熱するのに必要な換気風量は，下式よ
り求められる風量（約29,900m3/h）に余裕を見た約30,000m3/hとする。

※1 「電気学会 電気規格調査会標準規格 回転電気機械一般」
に記載の周囲空気の最高温度

※2 10%の余裕を含む（機器の最大熱負荷条件）
なお，機器発熱以外の熱負荷については，負の値(カバー外
への放熱)となるため考慮しない

※3 小名浜気象台で観測された2015 年～2019 年の5 年間の観
測データ に基づく，累積出現率99%となる最高温度

機器
熱負荷
[kW]

ガレキ撤去用天井クレーン 24

照明 17

解体装置（把持装置，解体重機） 52

合計
【10%の余裕を含む】

93
【103】

𝑡2

𝑡1

𝜌

𝐶𝑝

𝑞

𝑄：換気(排気)風量[m3/h]

：設計用熱負荷 約103[kW]（機器発熱）※2

：定圧比熱 1.004652[kJ/kg・℃]

：密度 1.2[kg/m3]

：カバー内温度 40[℃]

：設計用外気温度 29.7[℃] ※3

𝑄 = 𝑞/ 𝐶𝑝・𝜌・(𝑡1 − 𝑡2)・1/3600

変更なし



換気設備の換気風量（３）
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 要求事項

 換気回数0.3回/h※1を満足する換気風量を確保すること。

（大型カバーは建築確認申請対象外であるが，建築基準法施行令相当の換気回数を満足し
ていることを確認している。）

 必要風量評価

 換気回数0.3回/hを満足するのに必要な換気風量は，下式より求められる風量（約
29,000m3/h）に余裕を見た約30,000m3/hとする。

※1 「建築基準法施行令 第20の8」に記載の「その他の居室」の換気回数

𝑛

𝑄：換気(排気)風量[m3/h]

：その他の居室 0.3[回/h]

𝑄 = 𝑛𝐴ℎ

𝐴ℎ：大型カバー体積 約96,500[m3]

変更なし



大型カバー内の放射性物質の放出監視
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 大型カバーは合理的に可能な限り隙間を低減するとともに，排気フィルタユニットを有する
換気設備により，大気へのダストの放出抑制を図る。

 換気設備のフィルタで除去された後のダストは，排気フィルタユニット出口の放射性物質濃
度測定器により連続監視し，敷地境界に影響を及ぼしていないことを確認する。

 大型カバーを含む原子炉建屋からの漏えいは，毎月実施している「建屋の開口部の月間漏洩
率の評価方法※1」と同様の手法で評価すると，北西より3.1[m/s]※2の一定風向風速条件に
おいては建屋からの漏えいはないと評価※3している。

 ただし，外部風向風速条件によっては，カバーの隙間から微小な漏えいが生じる可能性があ
ることから，構内及び敷地境界近傍の放射性物質濃度測定器により連続監視し，敷地境界に
影響を及ぼしていないことを確認する。

構内及び敷地境界における放射性物質の監視体制
●オペフロ上 ●構内
△ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ近傍 ●敷地境界モニタリングポスト

※1 「1～4号機原子炉建屋からの追加的放出量の評価結果 参考2」に記載の空気流出入量のマスバランス式
※2 「福島第一原子力発電所 原子炉設置許可申請書（１号炉完本）」に記載の敷地を代表とする年間を通じて最も多い風向， 年間平均風速
※3 計算条件は大型カバー及び換気設備の設置後として現行のものから見直している

変更なし



非常時のSFPへの注水手段について
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 非常時のSFPへの注水手段として，既設配管からの注水及びろ過水タンク等を水源とした消
防車やコンクリートポンプ車等を用いた注水手段を用意しているが，大型カバーの設置によ
りコンクリートポンプ車での注水が困難となる可能性がある。

 構台の階段を利用することで，仮設ホース及び消防車を用いた注水が可能となる。また，自
主保安設備としてSFPまで注水可能な配管及び受け口を設置し，配管及び消防車を用いた注
水手段，受け口及びコンクリートポンプ車を用いた注水手段を準備する。

 燃料取り出し完了後もSFP内の高線量物品の露出対策として，上記機能を維持する。

SFP

注水用配管

大型カバー

ホース 消防車等

注水用配管による注水手段の系統図

各手段による注水可能期間

※自主保安設備の設置位置は，今後変更となる場合がある

自主保安設備として用意する注水手段のイメージ図

注水用配管による注水手段

変更なし



 大型カバー換気設備他の設置に向けた仮組み作業を，2021年度より実施する。

 大型カバーの構外ヤードでの地組作業にあわせて，換気設備のダクト・SFP注水
用配管の仮組み作業を実施する。

工程

14
※周辺工事との調整や現場状況等を踏まえて,工程は変更となる可能性がある

2021
年度

2022
年度

2023年
度

2024年
度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

中長期RM
マイルストーン

実施計画

大型カバー換気設備他
設置

大型カバー設置
（参考）

実施計画変更申請（大型カバー）

2023年度頃
大型カバー設置完了

実施計画変更申請（換気設備他）

大型カバー換気設備他設置【構内作業】

換気設備ダクト仮組み，注水用配管仮組み【構外作業】

仮設構台設置

作業ヤード整備，構外ヤード地組，運搬等

本体鉄骨建方等

外壁調査，R/B壁面アンカー設置，ベースプレート設置

変更なし



措置を講ずべき事項への適合性

15

Ⅱ．設計，設備について措置を講ずべき事項
11. 放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等

12. 作業者の被ばく線量の管理等

14. 設計上の考慮
① 準拠規格及び基準

② 自然現象に対する設計上の考慮

④ 火災に対する設計上の考慮

⑤ 環境条件に対する設計上の考慮

⑦ 運転員操作に対する設計上の考慮

⑧ 信頼性に対する設計上の考慮

⑨ 検査可能性に対する設計上の考慮

Ⅲ．特定原子力施設の保安のために措置を講ずべき事項

 1号機大型カバー換気設備他設置に係る実施計画変更申請について「特定原子力施
設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める措置を
講ずべき事項について（以下，措置を講ずべき事項）」のうち，関連する下記事
項に適合する記載箇所及び内容を説明する。

変更なし
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１１．放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等

 特定原子力施設から大気，海等の環境中へ放出される放射性物質の適切な抑制対策を実
施することにより，敷地周辺の線量を達成できる限り低減すること。

 特に施設内に保管されている発災以降発生した瓦礫や汚染水等による敷地境界における
実効線量（施設全体からの放射性物質の追加的放出を含む実効線量の評価値）を，平成
２５年３月までに1mSv/年未満とすること。

実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

本
文

2 特定原子力施設の構造及び設備，工事の計画
2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備
2.11.1.3 設計方針
(3)燃料取り出し用カバー

b.放射性物質の飛散・拡散防止

燃料取り出し用カバーは，隙間を
低減するとともに，換気設備を設
け，排気はフィルタユニットを通
じて大気へ放出することにより，
カバー内の放射性物質の大気への
放出を抑制できる設計とする。
（既認可の記載から変更なし）

添
付

2.11
添付資料-3-1 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能

に関する説明書
4.2.1 排気フィルタによる低減効果
4.2.2 敷地境界線量

排気フィルタによる放射性物質の
低減
敷地境界線量の評価

 措置を講ずべき事項「１１．放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等」
では，以下を求めている。

 変更認可申請では，敷地周辺の放射線防護について以下に記載している。

 なお，換気設備からフィルタを通じて大気に放出されるダスト及び大型カバー隙間からの
漏えいを考慮した場合の敷地境界線量への影響評価はP.31に記載している。

変更なし
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１２．作業者の被ばく線量の管理等

現存被ばく状況での放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮へい，機器の配置，遠隔操
作，放射性物質の漏えい防止，換気，除染等，所要の放射線防護上の措置及び作業時におけ
る放射線被ばく管理措置を講じることにより，放射線業務従事者が立ち入る場所の線量及び
作業に伴う被ばく線量を，達成できる限り低減すること。

実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

本
文

2 特定原子力施設の構造及び設備，工事の計画
2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備
2.11.1.6 自然災害対策等

(6) 被ばく低減対策

放射線業務従事者が立ち入る場所の外
部放射線に係る線量率を把握し，作業
時間等を管理することで，作業時の被
ばく線量が法令に定められた線量限度
を超えないようにする。
（既認可の記載から変更なし）

 措置を講ずべき事項「１２．作業者の被ばく線量の管理等」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，作業者の被ばく線量の管理について以下に記載している。

 なお，換気設備及びSFP注水用配管については，大型カバーの構外ヤードでの地組作業に
あわせて換気設備のダクト・ SFP注水用配管仮組みを実施することにより，１号原子炉
建屋周辺での作業量を少なくすることで被ばく線量を低減する計画としている。

変更なし
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１４．設計上の考慮 ①準拠規格及び基準

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，設計，材料の選定，製作及び検査について，そ
れらが果たすべき安全機能の重要度を考慮して適切と認められる規格及び基準によるもので
あること。

実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

添
付

2.11
添付資料-4-3 燃料取り出し用カバー換気設備の構造強度及び耐震性

に関する説明書
2.2 主要設備の耐震構造

「JEAG4601-1987 原子力発
電所耐震設計技術指針」等を準
用し，静的震度（1.2Ci）に基
づく主要機器の転倒等の評価を
行い，Ｃクラス相当の耐震性を
有するものと評価する。
（既認可の記載から変更なし）

 措置を講ずべき事項「① 準拠規格及び基準」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，準拠規格及び基準について以下に記載している。

 変更認可申請に記載している以外の主な準拠規格及び基準は以下の通り。（抜粋）

 日本産業規格(JIS)：換気設備※1，放射性物質濃度測定器の材質，試験及び検査方法等に適用

 日本電気学会 電気規格調査会標準規格(JEC)：電動機，放射性物質濃度測定器の設計に適用

 日本電機工業会規格(JEM)：電動機，放射性物質濃度測定器の設計に適用

 日本機械学会 発電用原子力設備規格(JSME)：換気設備※1 の設計に適用

 空気調和・衛生工学会規格(SHASE-S)： ダクトの設計に適用
※1 排風機，電動機，ダクト等

変更なし



実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

添
付

2.11
添付資料-4-3 燃料取り出し用カバー換気設備の構造強度

及び耐震性に関する説明書
2.2 主要設備の耐震構造

「JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計
技術指針」等を準用し，静的震度（1.2Ci）
に基づく主要機器の転倒等の評価を行い，Ｃ
クラス相当の耐震性を有するものと評価する。
（既認可の記載から変更なし）

１４．設計上の考慮 ②自然現象に対する設計上の考慮

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，その安全機能の重要度及び地震によって機能
の喪失を起こした場合の安全上の影響を考慮して，耐震設計上の区分がなされるとともに，
適切と考えられる設計用地震力に十分耐えられる設計であること。

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，地震以外の想定される自然現象（津波，豪雨，
台風，竜巻等）によって施設の安全性が損なわれない設計であること。重要度の特に高い
安全機能を有する構築物，系統及び機器は，予想される自然現象のうち最も苛酷と考えら
れる条件，又は自然力に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮した設計であること。

 措置を講ずべき事項「② 自然現象に対する設計上の考慮」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，自然現象に対する設計上の考慮について以下に記載している。

 換気設備他の自然現象に対する設計上の考慮事項は以下の通り。

 地震：基礎ボルト等によって横転防止を図る。

 津波，豪雨，台風，竜巻等：機能喪失した場合にはガレキ撤去を速やかに中断し，

換気設備が復旧するまでガレキ撤去作業を実施しない。

 なお，「令和３年２月１３日の福島県沖の地震を踏まえた東京電力福島第一原子力発電
所の耐震設計における地震動とその適用の考え方」を適用した場合でも，Cクラス（敷地
周辺の公衆被ばく線量≦50μSv）と評価している。

19

変更あり
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１４．設計上の考慮 ④ 火災に対する設計上の考慮

火災発生防止，火災検知及び消火並びに火災の影響の軽減の方策を適切に組み合わせて，火
災により施設の安全性を損なうことのない設計であること。

実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

本
文

2 特定原子力施設の構造及び設備，工事の計画
2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備
2.11.1.6 自然災害対策等

(4) 火災

燃料取り出し用カバー及び燃料取り出し用
カバー内外の主要構成機器は不燃性のもの
を使用し，電源盤については不燃性又は難
燃性，ケーブルについては難燃性のものを
可能な限り使用し，火災が発生することを
防止する。火災の発生が考えられる箇所に
ついて，火災の早期検知に努めるとともに，
消火器を設置することで初期消火活動を可
能にし，火災により安全性を損なうことの
ないようにする。

 措置を講ずべき事項「④ 火災に対する設計上の考慮」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，火災に対する設計上の考慮について以下に記載している。

 換気設備他については，プレフィルタ及び高性能粒子フィルタが可燃性であるが，以下
の措置を講ずることで設備の安全性を損なうことのない設計としている。

 発生防止：不燃性又は難燃性のものを可能な限り使用する（既認可の記載と同様）

 検 知：排風機の運転状態を免震重要棟から遠隔監視する※1

 消 火：近傍に設置した消火器や，発電所構内に配備されている消防車等により消火する

 影響軽減：可燃性のプレフィルタ，高性能粒子フィルタは不燃性のケーシングで覆い，延焼を防止

する

 具体的な火災対策(消火器の配置・本数等)については，消防署と協議した上で適切に対
応していく。

※1 運転状態に異常が発生した際には，現場確認を実施する計画

変更なし
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１４．設計上の考慮 ⑤ 環境条件に対する設計上の考慮

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，経年事象を含むすべての環境条件に適合できる
設計であること。特に，事故や地震等により被災した構造物の健全性評価を十分に考慮した
対策を講じること。

実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

本
文

2 特定原子力施設の構造及び設備，工事の計画
2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備
2.11.1.6 自然災害対策等

(5) 環境条件

燃料取り出し用カバーの外部にさ
らされている鉄骨部及び機器等は，
劣化防止を目的に，塗装を施す。

 措置を講ずべき事項「⑤ 環境条件に対する設計上の考慮」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，環境条件に対する設計上の考慮について以下に記載している。

 換気設備他については，以下の措置を講ずる。

 換気設備：錆，塩害等，風雨に起因する機器の劣化防止を目的に屋外仕様とする

 放射性物質濃度測定器：屋外仕様のコンテナハウス内に設置する

変更なし
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１４．設計上の考慮 ⑦ 運転員操作に対する設計上の考慮

運転員の誤操作を防止するための適切な措置を講じた設計であること。

実施計画Ⅰ記載箇所 記載内容

本
文

1 設計，設備について考慮する事項
1.14 設計上の考慮
(7) 運転員操作に対する設計上の考慮

運転員の誤操作を防止するため，
盤の配置，操作器具等の操作性に
留意するとともに，計器表示及び
警報表示により施設の状態が正確，
かつ，迅速に把握できるものとす
る等，適切な措置を講じた設計と
する。また，保守点検において誤
りを生じにくいよう留意したもの
とする。
（既認可の記載から変更なし）

 措置を講ずべき事項「⑦ 運転員操作に対する設計上の考慮」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，運転員操作に対する設計上の考慮について以下に記載している。

 換気設備他の操作は，免震重要棟に設置した監視操作端末にて行う。ただし，通信系故障
時を考慮し，現場に設置した制御盤でも操作が可能な設計としている。

 換気設備他の運転員の誤操作防止については，以下の措置を講ずる計画としている。

 監視操作端末による操作（起動，停止，操作選択）はダブルアクション※1とする。

 監視操作端末は運転号機と待機号機を異なる色で表示する。

 現場設置機器・制御盤等には機器名称・番号を記載した銘板を取り付ける。

※1 操作確定時にポップアップを表示

変更なし
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１４．設計上の考慮 ⑧ 信頼性に対する設計上の考慮

安全機能や監視機能を有する構築物，系統及び機器は，十分に高い信頼性を確保し，かつ，
維持し得る設計であること。

重要度の特に高い安全機能を有するべき系統については，その系統の安全機能が達成でき
る設計であるとともに，その構造，動作原理，果たすべき安全機能の性質等を考慮して，
多重性又は多様性及び独立性を備えた設計であること。

実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

添
付

2.11
添付資料-3-1 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能

に関する説明書

大型カバー換気設備は，機器の故
障が発生した場合を想定して，排
風機及び電源の多重化を実施して
おり，切替等により機能喪失後の
速やかな運転の再開を可能と
する。また，排気フィルタユニッ
ト出入口の放射性物質濃度測定器
については，２台の連続運転とし，
１台故障時においても放射性物質
濃度を計測可能とする。

 措置を講ずべき事項「⑧ 信頼性に対する設計上の考慮」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，信頼性に対する設計上の考慮について以下に記載している。

 SFPから燃料取り出しを早期に実施するため，ガレキ撤去に必要な換気設備他の機能喪失
リスクを考慮し，多重化する設計としている。

変更なし
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１４．設計上の考慮 ⑨ 検査可能性に対する設計上の考慮

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，それらの健全性及び能力を確認するために，適
切な方法によりその機能を検査できる設計であること。

実施計画Ⅱ記載箇所 記載内容

本
文

2 特定原子力施設の構造及び設備、工事の計画
2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備
2.11.1.3 設計方針
(1) 燃料取扱設備

f. 試験検査

燃料取扱設備のうち安全機能を有
する機器は，適切な定期的試験及
び検査を行うことができる設計と
する。
（既認可の記載から変更なし）

 措置を講ずべき事項「⑨ 検査可能性に対する設計上の考慮」では，以下を求めている。

 変更認可申請では，検査可能性に対する設計上の考慮について以下に記載している。

 換気設備他についても適切な定期的試験及び検査を行うことができる設計とする。

変更なし
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Ⅲ．特定原子力施設の保安のために措置を講ずべき事項

 措置を講ずべき事項「Ⅲ．特定原子力施設の保安のために措置を講ずべき事項」では，
以下を求めている。

 変更認可申請では，特定原子力施設の保安について以下に記載している。

 換気設備他により，以下の措置を講ずる。

 ガレキ撤去作業時に大型カバー内を換気し，フィルタにより放射性物質の放出低減を図る。

 大型カバー換気設備出口から放出される空気に含まれる粒子状の放射性物質を，放射性物
質濃度測定器により常時監視する。

運転管理，保守管理，放射線管理，放射性廃棄物管理，緊急時の措置，敷地内外の環境放射
線モニタリング等適切な措置を講じることにより，「Ⅱ．設計，設備について措置を講ずべき
事項」の適切かつ確実な実施を確保し，かつ，作業員及び敷地内外の安全を確保すること。

特に，事故や災害時等における緊急時の措置については，緊急事態への対処に加え，関係機
関への連絡通報体制や緊急時における医療体制の整備等を行うこと。

また，協力企業を含む社員や作業従事者に対する教育・訓練を的確に行い，その技量や能力
の維持向上を図ること。

実施計画Ⅲ記載箇所 記載内容

本
文

第1編（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置）

42条 気体廃棄物の管理

第3編（保安に係る補足説明）

2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理

3.1.2 放射線管理

「特定原子力施設の設計，設
備」変更内容の反映

変更なし



【参考】建屋熱負荷(大型カバー)
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 大型カバー内温度を40℃と仮定すると日射による熱負荷はカバー屋根・壁面を通してカバ
ー外への放熱となるため，カバー屋根・壁面外表面温度は約36℃と推定している。

 P.9，10の評価では保守的にカバー屋根・壁面からの放熱は考慮していない。

＜評価条件＞

 温度条件

カバー内温度：t1=40[℃]，カバー外温度：t2＝29.7[℃]

日射によるカバー外表面上昇温度：t3=(日射量 ・日射吸収率)/外表面熱伝達率

 屋根(膜材)物性値

熱伝導率：λ＝ [W/m・K]，厚さ：L＝ [mm]，日射吸収率： [%]

 壁(ガルバリウム鋼板)物性値

熱伝導率：λ＝45[W/m・K]，厚さ： L＝0.6[mm]，日射吸収率：50[%]

 空気熱伝達率

内表面熱伝達率： α0＝9[W/m2・K]，外表面熱伝達率： α1＝23 [W/m2・K]

＜評価式＞

 建屋熱負荷(大型カバー屋根・壁面) ：

 熱通過率：
日射量※1[W/m2] 熱通過率K[W/m2・K] 伝熱面積A[m2] 外表面温度t2+t3[℃] 熱負荷q[kW]

屋根 957 6.25

北壁 53 6.47

南壁 289 6.47

東壁 53 6.47

西壁 100 6.47

K=1/(1/α0+L/λ+1/α1)

q=K・A・((t2+t3)-t1)

※1 空気調和衛生工学便覧(第14版)の「東京」の正午の日射量より設定

変更なし



【参考】大型カバー内の推定温度
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 換気風量30,000m3/hにおける大型カバー内の温度は，下記条件と仮定すると約34℃と
なる。評価条件は保守性を持たせており，機器故障等のトラブル対応時にはカバー内への
人の立ち入りは可能と考える。

＜評価条件＞

 熱負荷条件： =カバー内の機器発熱＋建屋熱負荷(大型カバー屋根・壁面)

 外気条件： =29.7[℃]

 定圧比熱： =1.004652[kJ/kg・℃]

 密度： =1.2[kg/m3]

＜評価式＞

 下式より，換気風量 が約30,000m3/hの時のカバー内温度 [℃]を求める。

𝑄 = 𝑞/ 𝐶𝑝・𝜌・(𝑡1 − 𝑡2)・1/3600

𝑡2

𝑡1

𝜌

𝑞

𝑄

𝐶𝑝

変更なし



大型カバー換気設備に係る確認事項
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 大型カバー換気設備に係る主要な確認事項は下表の通り。

 なお，1号機オペフロ粒径分布測定により，0.3μm～0.5μmの粒子が約90%分布してい
ることを確認している。

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準
検査
場所※1

放出抑制
・監視

構造確認

外観確認※1 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。

現地

据付確認 系統構成を確認する。
系統構成が図(P.8大型カバー換気設備
系統図)の通りであること。

機能確認

風量確認 排風機の出口風量を確認する。
排風機が１台当たり30,000m3/h以上
であること。

フィルタ
性能確認

フィルタの放射性物質の除去効率を
確認する。

放射性物質の除去効率が97%(粒径
0.3μm)※1以上であること。

監視機能
確認

監視設備により運転状態等が監視で
きることを確認する。

排風機の運転状態，放射性物質濃度が
免震重要棟内のモニタに表示され監視
可能であること。

設定値において警報及び表示灯が作
動することを確認する。

許容範囲以内で警報及び表示灯が作動
すること。

標準線源を用いて検出器性能を確認
する。

計数効率が規定値以上であること。

放射性物質濃度が現場と免震重要棟
に表示されることを確認する。

放射性物質濃度が現地と免震重要棟に
表示され監視可能であること。

※1 工場の粒子捕集率試験は「JIS Z 4812 放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」に基づき実施する(試験用粒子の粒径:0.15μm，捕集率:99.97%以上)
現地の粒子捕集率試験は「JIS Z 4812 附属書 放射性エアロゾル用高性能エアフィルタの現場試験方法」に基づき実施する
(試験用粒子の粒径：個数で90%以上が1.0μm以下となるようにする)

変更なし



排風機外形図

29

※設計進捗に伴い変更となる可能性がある

変更なし



排気フィルタユニット外形図
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※設計進捗に伴い変更となる可能性がある

変更なし



換気設備運転時の線量評価（ガレキ撤去実施時）
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 換気設備の運転時においても外部風向風速条件によっては，大型カバーの隙間から微小な漏えいが
生じる可能性がある。

 通常のガレキ撤去実施時に換気設備のフィルタを通じて放出するダスト（①）に加えて，カバー隙
間から漏えいするダスト（②）による敷地境界線量への影響は，「Ⅲ.3.2放射性廃棄物等の管理に
関する補足説明」での評価(約0.03mSv/年)と比べ低いと評価している。

＜評価条件＞

＜評価方法＞

上記の評価条件における下記の被ばく経路について年間実効線量(ｍSv/年)を評価する。

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第3 編 2.2 線量評価」に準じる。

 放射性雲からのγ線に起因する実効線量※2

 吸入摂取による実効線量※2

 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量※2，※3

＜評価結果＞

※1 算出方法の詳細はP.35，36を参照
※2「実施計画Ⅱ 2.11 添付資料-3-1 5.2.2 敷地境界線量」記載の評価手法と同様（大型カバーの供用期間：6年）
※3 保守的に大型カバーの供用期間である6年間(想定)に放出される放射性物質が地表に沈着し，蓄積した時点のγ線に起因する実効線量と仮定
※4 「1～4号機原子炉建屋からの追加的放出量の評価結果」における至近5年間(2016年度～2020年度)の風向風速条件における年間の最大漏えい量

より算出 ただし，計算条件は大型カバー及び換気設備設置後のものとして現行から見直している

「①ガレキ撤去実施(換気設備を通じて放出)」及び「②ガレキ撤去実施(カバー隙間から漏えい)」のダストによる敷地境界線量への影響

ダスト発生条件 ガレキの表面汚染密度 設備対策 放出率[Bq/h]※1 期間

①
ガレキ撤去実施
【通常：換気設備を通じて放出】

1.69×108[Bq/cm2]
大型カバー＋換気設備(フィルタ効率97%) 1.2×105

1年

②
ガレキ撤去実施
【通常：カバー隙間から漏えい】 大型カバー(隙間から大気放出) 2.4×103※4

評価項目[ｍSv/年]
小計[ｍSv/年]

敷地境界線量への影響(①＋②)
[mSv/年]放射性雲 吸入摂取 地表沈着

① 約1.2×10-8 約1.6×10-6 約1.1×10-3 約1.1×10-3

約1.1×10-3

② 約2.4×10-10 約3.2×10-8 約2.1×10-5 約2.1×10-5

変更なし



換気設備機能喪失時の線量評価（ガレキ撤去実施時）

32

 ガレキ撤去中に換気設備が機能喪失（2台停止）した場合，作業を速やかに中断するが，カバー内
で発生したダストはカバー隙間から漏えいが生じる可能性がある。

 通常の換気設備に運転時に放出されるダスト（P.31の①，②）に加えて，換気設備が機能喪失し
た場合に大気に放出されるダスト（③）を考慮した評価においても，敷地境界線量への影響は
50μSvと比較して小さいため，耐震クラスはCとなる。

＜評価条件＞

＜評価方法＞

上記の評価条件における下記の被ばく経路について年間実効線量(ｍSv/年)を評価する。

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第3 編 2.2 線量評価」に準じる。

 放射性雲からのγ線に起因する実効線量※2

 吸入摂取による実効線量※2

 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量※2，※3

＜評価結果＞

※1，※2 P.31の記載と同様
※3 ③ガレキ撤去実施(機能喪失)：ガレキ撤去時に発生する1時間分のダストが大気に放出されて地表に沈着し，蓄積した時点のγ線に起因する実

効線量と仮定(発生回数：1回)
※4 保守的に大型カバーによる放出抑制効果は考慮せず，また換気設備の機能喪失後ダスト発生は１時間継続し，ダスト全量が放出されると仮定

「①ガレキ撤去実施(換気設備を通じて放出)」，「②ガレキ撤去実施(カバー隙間から漏えい)」 及び
「③ガレキ撤去実施(機能喪失)」のダストによる敷地境界線量への影響

ダスト発生条件 ガレキの表面汚染密度 設備対策 放出率[Bq/h]※1 頻度

③ ガレキ撤去実施【機能喪失※4】 1.69×108[Bq/cm2] なし(直接大気に放出)※4 3.2×103 1回／年

評価項目[ｍSv/年]
小計[ｍSv/年]

敷地境界線量への影響(①＋②＋③)
[ｍSv/年]放射性雲 吸入摂取 地表沈着

① 約1.2×10-8 約1.6×10-6 約1.1×10-3 約1.1×10-3

約1.1×10-3② 約2.4×10-10 約3.2×10-8 約2.1×10-5 約2.1×10-5

③ 約3.2×10-10 約4.2×10-8 約5.2×10-6 約5.3×10-6

変更なし



【参考】大型カバー・換気設備設置前の線量評価（ガレキ撤去実施前）
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 大型カバー及び換気設備設置前における1号機オペフロ上のダストによる敷地境界線量への影響
は，「Ⅲ.3.2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価(約0.03mSv/年)と比べ低いと
評価している。

＜評価条件＞

＜評価方法＞

上記の評価条件における下記の被ばく経路について年間実効線量(ｍSv/年)を評価する。

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第3 編 2.2 線量評価」に準じる。

 放射性雲からのγ線に起因する実効線量※2

 吸入摂取による実効線量※2

 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量※2，※3

＜評価結果＞

※1 2015年8月～2021年5月における1号機オペフロ上の放射性物質濃度の検出濃度の最大値
※2，※3 P.31の記載と同様
※4「1～4号機原子炉建屋からの追加的放出量の評価結果」における至近5年間(2016年度～2020年度)の風向風速条件における年間の最大漏えい量

より算出

ダスト発生条件 放射性物質濃度[Bq/cm3] 設備対策 放出率[Bq/h] 期間

ガレキ撤去実施前
Cs-134：約2.1×10-6※1

Cs-137：約1.1×10-5※1 なし（大型カバー・換気設備設置前）
Cs-134：約2.9×103※4

Cs-137：約1.5×104※4 1年

ガレキ撤去実施前のダストによる敷地境界線量への影響

評価項目[ｍSv/年] 敷地境界線量への影響
[mSv/年]放射性雲 吸入摂取 地表沈着

約2.1×10-9 約2.5×10-7 約1.6×10-4 約1.6×10-4

変更なし
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 大型カバー及び換気設備設置後における1号機オペフロ上のダストによる敷地境界線量への影響は，
換気設備のフィルタを通じて放出するダスト（①）に加えて，カバー隙間から漏えいするダスト
（②）を考慮した評価において，「Ⅲ.3.2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価(約
0.03mSv/年)と比べ低いと評価しており，大型カバー及び換気設備設置前よりも更に低減できる。

＜評価条件＞

＜評価方法＞

上記の評価条件における下記の被ばく経路について年間実効線量(ｍSv/年)を評価する。

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第3 編 2.2 線量評価」に準じる。

 放射性雲からのγ線に起因する実効線量※2

 吸入摂取による実効線量※2

 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量※2，※3

＜評価結果＞

※1 P.33の記載と同様
※2～※4 P.31の記載と同様

評価項目[ｍSv/年]
小計[ｍSv/年]

敷地境界線量への影響(①＋②)
[mSv/年]放射性雲 吸入摂取 地表沈着

① 約1.4×10-9 約1.6×10-7 約1.1×10-4 約1.1×10-4

約1.2×10-4

② 約8.8×10-11 約1.1×10-8 約6.9×10-6 約6.9×10-6

「①ガレキ撤去実施前(換気設備を通じて放出)」及び「②ガレキ撤去実施前(カバー隙間から漏えい)」のダストによる敷地境界線量への影響

ダスト発生条件 放射性物質濃度[Bq/cm3] 設備対策 放出率[Bq/ｈ] 期間

①
ガレキ撤去実施前
【通常：換気設備を通じて放出】 Cs-134：約2.1×10-6※1

Cs-137：約1.1×10-5※1

大型カバー＋換気設備(フィルタ効率97%)
Cs-134：約1.9×103

Cs-137：約1.0×104

1年

②
ガレキ撤去実施前
【通常：カバー隙間から漏えい】

大型カバー（隙間から大気放出）
Cs-134：約1.2×102※4

Cs-137：約6.5×102※4

【参考】大型カバー・換気設備設置後の線量評価（ガレキ撤去実施前）

変更なし



【参考】大型カバー設置後の環境影響評価（１）
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2021.1.28 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第86回）資料より抜粋(一部追記)

※1

※2

※3

※4

※5

※1 表面汚染密度(平均)：1.69×108[Bq/cm2]
※2 欠損面積＝切断幅×1切断当たりの部材断面周長

切断幅：ワイヤーソー 11[mm]
カッター 2[mm]

1切断当たりの部材断面周長(平均):1458[mm]
※3 飛散率：0.02[%]
※4 1切断にかかる作業時間：0.23[h]

換気設備のフィルタ効率：97[%]
※5 1~4号機の原子炉建屋からの放射性物質濃度が最大となる地点

変更なし



【参考】大型カバー設置後の環境影響評価（２）

36

2021.1.28 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第86回）資料より抜粋(一部追記)

※2 鉄骨切断に伴う大型カバー換気設備出口の放出率[Bq/h]
＝鉄骨切断に伴う大型カバー内での放射性物質の放出率[Bq/h]×(1-フィルタ捕集率[%]) ×1日あたりのガレキ撤去作業時間[h/日]

×1ヵ月あたりのガレキ撤去作業日数[日/月]÷1ヵ月の総時間数[h/月]
＝ 2.8×107[Bq/h]×(1-0.97)×4.5[h/日]×22[日/月] ÷720[h/月]
≒1.2×105 [Bq/h]

本評価値は，ガレキ撤去期間を1年間と想
定し，その間に放出される放射性物質が地
表に沈着し，蓄積した時点のγ線に起因す
る実効線量と仮定した場合の評価結果

※1

※2

※1 鉄骨切断に伴う大型カバー内での放射性物質の放出率[Bq/h]
＝表面汚染密度[Bq/cm2]×欠損面積[cm2]×飛散率[%]÷作業時間[h]
＝1.69×108 [Bq/cm2]×(160.38+29.16) [cm2]×0.02[%]÷0.23[h]
≒2.8×107[Bq/h]

変更なし



【参考】大型カバー設置後の建屋開口部の月間漏洩率評価方法

37

 評価方法
月間漏洩率は日々の外部風速，建屋内外圧差，隙間面積などから計算で求める。

 大型カバー設置後の計算例

＜建屋開口部のモデル＞

北風の場合

V0：外気風速（m/s）

V1：建屋流出入風速（m/s）

V2：建屋流出入風速（m/s）

V3：建屋流出入風速（m/s）

V4：建屋流出入風速（m/s）

P1：上流側圧力（Pa）

P2：下流側圧力（Pa）

P3：側面部圧力（Pa）

P4：T/B内圧力（0 Pa）

P：建屋内圧力（Pa）

S1：機器ハッチ隙間面積（m2）

S2：R/B非常用扉開口面積（m2）

S3：R/B二重扉開口面積（m2）

S4：R/B大物搬入口横扉（m2）

S5：シャッター
（m2）

S6：可動屋根ブロック北側隙間＋北壁面ブロック隙間
（m2）

S7：可動屋根ブロック西側隙間＋西壁面ブロック隙間
（m2）

S8：可動屋根ブロック南側隙間＋南壁面ブロック隙間
（m2）

S9：可動屋根ブロック東側隙間＋東壁面ブロック隙間
（m2）

ρ ：空気密度（kg/m3）
C1：風圧係数(風上側)

C2：風圧係数(風下側)

C3：風圧係数(側面部)

C4：風圧係数(上面部)

ζ ：形状抵抗係数

W ：排気流量 (30,000m3)

風速をVとすると、上流側、下流側の圧力は次のとおりとなる。

上流側：P1=C1×ρ ×V0^2/(2g) ・・・（１）

下流側：P2=C2×ρ ×V0^2/(2g) ・・・（２）

側面部：P3=C3×ρ ×V0^2/(2g) ・・・（３）

内圧をP、隙間部の抵抗係数をζ とすると

P1-P=ζ ×ρ ×V1^2/(2g) ・・・（５）

P-P2=ζ ×ρ ×V2^2/(2g) ・・・（６）

P-P3=ζ ×ρ ×V3^2/(2g) ・・・（７）

P-P4=ζ ×ρ ×V4^2/(2g) ・・・（８）

空気流出入量のマスバランス式は

V1×(S4+S6)=V2×S8+V3×(S2+S5+S7)+V4×(S3+S9)+W ・・・（９）

左辺と右辺の差を「Y」とすると

Y=V1×(S4+S6)-{V2×S8+V3×(S2+S5+S7)+V4×(S3+S9)+W}

Ｖ１，Ｖ２，Ｖ３，Ｖ４は（５），（６），（７），（８），（９）式により、Ｐの関数なので、「Y」がゼロになるように

Ｐの値を調整する

↓V0は各風向に対する期間平均風速

V0 C1 C2 C3 C4 ζ ρ

(m/s) (kg/m3)
0.80 -0.40 -0.40 -0.40 2.00 1.20

S1 S2 S3 S4 S5 S6 S7 S8 S9

(m2) (m2) (m2) (m2) (m2) (m2) (m2) (m2) (m2)
0.00 0.00 0.29 0.10 0.50 1.02 0.69 0.98 0.69

変更なし



【参考】従前（大型カバー設置前）の月間漏洩率評価方法

38

 評価方法
月間漏洩率は日々の外部風速，建屋内外圧差，隙間面積などから計算で求める。

 従前（大型カバー設置前）の計算例

P

原子炉建屋
（平面図）

V5(P5=0)

S3

P1
P2

P3

V3
P3

(二重扉)

P4

原子炉建屋
（立面図）

S1

V4

(機器ハッチ”開”)

(大物搬入口”閉”)

V1 V2

(非常用扉”閉”)

S2
(非常用扉”閉”)

北

S4

P

原子炉建屋
（平面図）

V5(P5=0)

S3

P1
P2

P3

V3
P3

(二重扉)

P4

原子炉建屋
（立面図）

S1

V4

(機器ハッチ”開”)

(大物搬入口”閉”)

V1 V2

(非常用扉”閉”)

S2
(非常用扉”閉”)

北

S4

V0：外気風速（m/s）

V1：建屋流出入風速（m/s）

V2：建屋流出入風速（m/s）

V3：建屋流出入風速（m/s）

V4：建屋流出入風速（m/s）

V5：建屋流出入風速（m/s）

P1：上流側圧力（Pa）

P2：下流側圧力（Pa）

P3：側面部圧力（Pa）

P4：上面部圧力（Pa）

P5：T/B内圧力（0Pa）

P：建屋内圧力（Pa）

S1：機器ハッチ隙間面積（m2）

S2：R/B非常用扉開口面積（m2）

S3：R/B二重扉開口面積（m2）

S4：R/B大物搬入口横扉（m2）

ρ ：空気密度（kg/m3）
C1：風圧係数(風上側)

C2：風圧係数(風下側)

C3：風圧係数(側面部)

C4：風圧係数(上面部)

ζ ：形状抵抗係数

V0

北風の場合

風速をVとすると、上流側、下流側の圧力は次のとおりとなる。

上流側：P1=C1×ρ ×V0^2/(2g) ・・・（１）

下流側：P2=C2×ρ ×V0^2/(2g) ・・・（２）

側面部：P3=C3×ρ ×V0^2/(2g) ・・・（３）

上面部：P4=C4×ρ ×V0^2/(2g) ・・・（４）

内圧をP、隙間部の抵抗係数をζ とすると

P1-P=ζ ×ρ ×V1^2/(2g) ・・・（５）

P-P2=ζ ×ρ ×V2^2/(2g) ・・・（６）

P-P3=ζ ×ρ ×V3^2/(2g) ・・・（７）

P-P4=ζ ×ρ ×V4^2/(2g) ・・・（８）

P5-P=ζ ×ρ ×V5^2/(2g) ・・・（９）

空気流出入量のマスバランス式は

(V1×S4+V5×S3)×3600=(V2×0+V3×S2+V4×S1)×3600

左辺と右辺の差を「Y」とすると

Y＝(V1×S4+V5×S3)×3600-(V2×0+V3×S2+V4×S1)×3600

Ｖ１，Ｖ２，Ｖ３，Ｖ４，Ｖ５は（５），（６），（７），（８），（９）式により、Ｐの関数なので、「Y」がゼロになるように

Ｐの値を調整する

↓V0は各風向に対する期間平均風速

V0 C1 C2 C3 C4 ζ ρ

(m/s) (kg/m3)
0.80 -0.40 -0.40 -0.40 2.00 1.20

S1 S2 S3 S4

(m2) (m2) (m2) (m2)        

0.73 0.00 0.29 0.10

変更なし



換気設備他設置に伴う被ばく線量の想定

39

 換気設備他設置に伴う主な作業内容及び想定被ばく線量は下表の通り。

 今後，詳細な工事計画及び放射線管理計画を定め，遮蔽の設置等の更なる被ばく線量低減
対策を検討する。

作業内容 作業エリア
雰囲気線量
[mSv/h]

線量低減対策※ 想定被ばく線量
[人・mSv]

換気設備設置
1号機原子炉建
屋北西ヤード

0.25
工場でのモジュール化による構内作業
削減

264

排気ダクト設置
1号機原子炉建
屋壁面近傍

0.5～9.0
構外ヤードでのダクト仮組による構内
作業削減

61.8

放射性物質濃度測定器設置
(コンテナハウス)

1号機原子炉建
屋北西ヤード

0.25
工場でのモジュール化による構内作業
削減

264

放射性物質濃度測定器設置
(サンプリング配管)

1号機原子炉建
屋北西ヤード，
1号機原子炉建
屋壁面近傍

0.25～9.0
構外ヤードでの配管仮組による構内作
業削減

725.4

※ 今後の検討結果により，変更となる場合がある

変更なし
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2019.6.27 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第67回）資料より抜粋

【参考】崩落屋根撤去時の粒径分布測定結果について

92.0%

6.8%

0.7%

0.5%

0.1%

0.004%

91.8%

7.0%

0.7%
0.5%

0.05%

0.004%

92.4%

6.5%

0.6%
0.4%

0.05%

0.004%

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

0.3～0.5 0.5～1.0 1.0～2.0 2.0～5.0 5.0～10 10～20 20～30 30～50 50～100 ＞100

粒
子

の
個

数
（
個

数
/L

）

粒径（μ m）

作業前

作業中

作業後

 調査日：2019年5月27日
 調査日至近の飛散防止剤散布実績：2019年5月25日に定期散布を実施
 測定結果（作業前後各10分、作業中60分測定）

崩落屋根撤去作業時の測定結果，以下の粒径分布を確認した。
 0.3～0.5μmの粒子 約92%（作業前後：約92%）
 0.5～1.0μmの粒子 約 7%（作業前後：約7%）
 1.0μm以上の粒子 約 1%（作業前後：約1%）
⇒崩落屋根撤去作業中の粒径分布は、作業で生じると考えられる粒径の大きな粒子の

割合の増加はなく、作業前後の粒径分布に有意な変化はなかった。

変更なし
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【参考】大型カバー換気設備の耐震性 （１）排風機

 排風機の耐震性評価として「JEAG4601-1987原子力発電所耐震設計技術指針」を準用し，
排風機の基礎ボルトの評価を行った。

 評価の結果，基礎ボルトに生じる応力は許容値以下であり，基礎ボルトの強度が確保され
ることを確認した。

＜評価条件＞
・震度：0.36G※1

・評価温度：50℃
・評価部位：基礎ボルト
・評価に用いる数式

引張力

引張応力

せん断力

せん断応力

𝑄𝑉 =
𝑊∙𝑔∙ 𝐶𝐻+𝐶𝑃 ∙ℎ−𝑊∙𝑔∙ 1−𝐶𝑃 ∙𝑙1

𝑛𝑓∙ 𝑙1+𝑙2

𝑄𝐻 = 𝑊 ∙ 𝑔 ∙ 𝐶𝐻 + 𝐶𝑃

𝑊：排風機質量
𝑔 ：重力加速度（=9.80665 m/s2）

ℎ ：据付面から重心までの距離

𝑙1：排風機重心と基礎ボルト間の距離

𝑙2：排風機重心と基礎ボルト間の距離（𝑙1 ≤ 𝑙2）

𝑛𝑓：評価上引張力を受ける基礎ボルトの本数

𝑛 ：全ボルトの本数

𝐶𝐻：水平方向設計震度

𝐶𝑃：排風機振動による震度

排風機の耐震評価モデル

𝜏𝑉 =
𝑄𝑉

𝐴𝑏

𝜏𝐻 =
𝑄𝐻

𝑛∙𝐴𝑏

𝐴𝑏：基礎ボルトの軸断面積

＜評価結果＞

評価対象
機器

部位 材料
評価
項目

算出応力(MPa) 許容応力(MPa)

せん断 引張 せん断 引張

排風機
基礎

ボルト
SS400 応力 5 3 139 180

排風機の基礎ボルトの強度評価結果

※1 耐震設計審査指針上の耐震Cクラス設備に適用される静的地震力(0.2G)に余裕を持たせたもの

追 加



42

【参考】大型カバー換気設備の耐震性 （２）フィルタユニット

 フィルタユニットの耐震性評価として「JEAG4601-1987原子力発電所耐震設計技術指
針」を準用し，フィルタユニットの基礎ボルトの評価を行った。

 評価の結果，基礎ボルトに生じる応力は許容値以下であり，基礎ボルトの強度が確保され
ることを確認した。

＜評価条件＞
・震度：0.36G※1

・評価温度：50℃
・評価部位：基礎ボルト
・評価に用いる数式

引張力

引張応力

せん断力

せん断応力

𝑄𝑉 =
𝑊∙𝑔∙𝐶𝐻∙ℎ−𝑊∙𝑔∙ 1−𝐶𝑉 ∙𝑙1

𝑛𝑓∙ 𝑙1+𝑙2

𝑄𝐻 = 𝑊 ∙ 𝑔 ∙ 𝐶𝐻

𝑊：フィルタユニット質量
𝑔 ：重力加速度（=9.80665 m/s2）

ℎ ：据付面から重心までの距離

𝑙1：フィルタユニット重心と基礎ボルト間の距離

𝑙2：フィルタユニット重心と基礎ボルト間の距離（𝑙1 ≤ 𝑙2）

𝑛𝑓：評価上引張力を受ける基礎ボルトの本数

𝑛 ：全ボルトの本数

𝐶𝐻：水平方向設計震度

𝐶𝑉：鉛直方向設計震度

𝜏𝑉 =
𝑄𝑉

𝐴𝑏

𝜏𝐻 =
𝑄𝐻

𝑛∙𝐴𝑏

𝐴𝑏：基礎ボルトの軸断面積

＜評価結果＞

評価対象機器 部位 材料
評価
項目

算出応力(MPa) 許容応力(MPa)

せん断 引張 せん断 引張

排気フィルタ
ユニット

基礎
ボルト

SS400 応力 6 － 139 180

フィルタユニットの基礎ボルトの強度評価結果

フィルタユニットの耐震評価モデル

※1 耐震設計審査指針上の耐震Cクラス設備に適用される静的地震力(0.2G)に余裕を持たせたもの

追 加
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【参考】大型カバー換気設備の耐震性 （３）ダクト（１／２）

 ダクトの耐震性評価として「JEAG4601-1987原子力発電所耐震設計技術指針」を準用し，
最大支持間隔の評価を行った。

 ダクトは最大支持間隔よりも小さい間隔で支持することで耐震性を確保する計画である。
＜評価条件＞
・評価部位：角ダクト
・考慮する荷重：地震荷重
・評価に用いる数式

許容座屈曲げモーメントから定まる最大支持間隔

ここで，

𝑙 =
8∙𝑀

𝑊∙𝛼

𝑀 = 𝑆 ∙ 𝑀𝑇

𝑀𝑇 = 𝜆 ∙
𝜋∙𝑡∙𝐼

1−𝜈2∙𝑏2
∙ 𝐸 ∙ 𝜎𝑦 ∙ 𝛾

𝑊 ：ダクト単位長さ当たり荷重

𝜋 ：円周率

𝑙 ：最大支持間隔

𝜎𝑦：降伏点

𝑀𝑇：座屈限界曲げモーメント

評価対象ダクト 材料
最大支持間隔
（mm）

750×640×0.8t ガルバニウム鋼板 17600

900×900×0.8t ガルバニウム鋼板 16000

1200×1200×0.8t ガルバニウム鋼板 12800

900×900×1.0t ガルバニウム鋼板 20300

900×900×3.2t SS400 58400

1000×1000×4.5t SM400 84200

I =
𝑡∙𝑏3

6
+ 𝑎𝑒 ∙ 𝑡 ∙

𝑏2

2

𝑀 ：許容座屈曲げモーメント

𝛼 ：設計震度(水平震度0.36※1)

𝑆 ：許容座屈曲げモーメントの安全係数

𝜆 ：座屈限界曲げモーメントの補正係数

𝑡 ：ダクト板厚

I ：断面二次モーメント

ν ：ポアソン比

𝑏 ：ダクト短辺寸法

𝐸 ：縦弾性係数

𝛾 ：座屈限界曲げモーメントの安全係数

𝑎𝑒 ：ダクトフランジの有効幅

＜評価結果＞

𝑎 ：ダクト長辺寸法

𝑏𝑒 ：ダクトウェブの有効幅

角ダクトの評価

角ダクトの評価モデル
※1 耐震設計審査指針上の耐震Cクラス設備に適用される静的地震力(0.2G)に余裕を持たせたもの

追 加
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【参考】大型カバー換気設備の耐震性 （３）ダクト（２／２）

評価対象ダクト 材料 最大支持間隔（mm）

Φ850×0.8t ガルバニウム鋼板 28600

Φ800×1.0t ガルバニウム鋼板 32900

Φ1000×1.0t ガルバニウム鋼板 32000

Φ1100×4.5t SM400 51200

＜評価条件＞
・評価部位：丸ダクト
・考慮する荷重：地震荷重
・評価に用いる数式

許容座屈曲げモーメントから定まる最大支持間隔

ここで，

𝑙 =
8∙𝑀

𝑊∙𝛼

𝑀 = 𝑆 ∙ 𝑀𝑇

𝑀𝑇 = 𝑚𝑖𝑛 𝜎𝑐𝑟，𝜎𝑦 ∙ 𝑍

𝑊 ：ダクト単位長さ当たり荷重

𝜋 ：円周率

𝑙 ：最大支持間隔

𝜎𝑦：降伏点

𝑀𝑇：座屈限界曲げモーメント

𝜎𝑐𝑟 =
𝑀𝑐𝑟

𝑍

𝑀 ：許容座屈曲げモーメント

𝑆 ：許容座屈曲げモーメントの安全係数

ν ：ポアソン比
𝐸 ：縦弾性係数

＜評価結果＞ 丸ダクトの評価

𝑀𝑐𝑟 =
𝛽∙𝐸∙𝑅∙𝑡2

1−𝜈2

𝑍 =
𝜋

32
∙
𝑑2

4−𝑑1
4

𝑑2

𝜎𝑐𝑟：弾性座屈応力

𝑍 ：断面係数

𝑀𝑐𝑟：弾性座屈曲げモーメント

𝛽 ：弾性座屈曲げモーメントの補正係数

𝑑1 ：ダクト内径寸法

𝑑2 ：ダクト外径寸法

𝑅 ：ダクト内半径寸法

𝑡 ：ダクト板厚

𝛼 ：設計震度(水平震度0.36※1＋ダクト自重1.0)

※1 耐震設計審査指針上の耐震Cクラス設備に適用される静的地震力(0.2G)に余裕を持たせたもの

追 加

丸ダクトの評価モデル



東京電力ホールディングス株式会社

【実施計画Ⅱ章2.11使用済燃料プールからの燃料取り出し設備】
添付資料-3-1における１，２号機に関する記載の適正化について

2022年9月28日（第10回）

添付資料1



1. 実施計画Ⅱ2.11の添付資料-3-1の記載の変更適正化について

1

変更あり

＜変更内容＞

1. 評価方法の記載の変更

• 当該箇所の敷地境界線量については，記載された評価方法に対して計算方法※３ （評価
結果の記載値）が異なるため，評価方法の記載を変更適正化する。

• 記載の変更に際して，計算には実施計画Ⅲ章3.2.2.1（以下，Ⅲ章という）の評価方法
を用いていることから，Ⅱ章2.11 添付資料-3-1（以下，Ⅱ章という）の当該箇所は
簡潔にⅢ章の評価方法を引用する記載とする。

2. 評価結果（補正方法）の見直し

• 敷地境界線量評価のうち地表沈着※４の評価について，沈着期間を補正する方法が過度
に保守的であったため，実情に合わせた見直しを実施補正方法とした。
なお，この見直しにより敷地境界線量評価の値は下がることになり，評価結果の判断に
変更はない。 ※4：地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量

＜対象箇所＞

実施計画Ⅱ章2.11使用済燃料プールからの燃料取り出し設備
添付資料-3-1放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書
における1号機※1及び2号機※２に関する記載ついて

※1: 5 １号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について（申請中）
※2: 4 ２号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について

※３：「特定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ずべき事項
について」にて要求される敷地境界における実効線量の評価で用いている実施計画Ⅲ章3.2.2.1の評価方法

上記内容は評価方法及び結果について実情に合わせたもので，施設の安全性への判断に影響がないことから，
”記載の適正化”として扱う。



2. 評価方法の記載の変更適正化

2

2022.7.22 長期冷却チームミーティング資料より抜粋 変更あり



3. 1,2号機の評価条件及び評価方法

3

 2号機  １号機

① 放射性雲からのγ線に起因する実効線量【上記の評価方法（１）】
② 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量【上記の評価方法（３）】
③ 吸入摂取による実効線量【上記の評価方法（２）】

①～③について実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法を次頁以降に示す

変更なし



4-1. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

4

実施計画Ⅲ章 特定原子力施設の保安 第3編 2.2 線量評価より，関係箇所を抜粋

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

2.2.1 大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量
2.2.1.1 評価の基本的な考え方

大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量の評価については，「発電用原子炉施設
の安全解析に関する気象指針」（以下，「気象指針」という），「発電用軽水型原子炉施設
周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下，「評価指針」という）及び「発電用軽水型原
子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」（以下，「一般公衆の線量評
価」という）を準用する。

外部被ばく及び吸入摂取による実効線量の評価は，原子炉施設周辺でそれぞれ最大の被ば
くを与える地点に居住する人を対象とし，外部被ばくについては放射性雲からのγ線による
実効線量と地表に沈着した放射性物質からのγ線による実効線量を考慮する。

＜中略＞

欄外参照

欄外参照

●準用する指針等
・「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（以下，気象指針）
・「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下，評価指針）
・「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」（以下，一般公衆の線量評価）

●評価項目
①放射性雲からのγ線による実効線量 （以下，①放射性雲）
②地表に沈着した放射性物質からのγ線による実効線量 （以下，②地表沈着）
③吸入摂取による実効線量 （以下，③吸入摂取）

変更なし



4-2. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

5

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

2.2.1.2 計算のための前提条件

＜中略＞

(2)放出源と有効高さ

＜中略＞

有効高さについて，現在の推定放出位置は原子炉建屋オペレーティングフロア付近であるが，
保守的に地上放散とする。
地上放散の保守性については，以下のとおりである。
「気象指針」において，位置 における放射性物質濃度 を求める基本拡散式
を（2-2-1）式に示す。

（2-2-
1）式

ここで，
：点 における放射性物質の濃度（Bq/m3）
：放出率（Bq/s）
：放出源高さを代表する風速（m/s）
：物理的崩壊定数（1/s）
：放出源の有効高さ(m)
：濃度分布のｙ方向の拡がりのパラメータ（m）
：濃度分布のｚ方向の拡がりのパラメータ（m）

このとき，有効高さと同じ高度（ ）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。被ばく
評価地点は地上（ ）であるため，地上放散が最も厳しい評価を与えることになる。

＜中略＞

基本拡散式
 
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変更なし



4-3. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

6

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算
計算は連続放出とし，放出位置毎に行う。単位放出率あたりの地上における放射性物質濃度
は，放射性物質の減衰を無視すると（2-2-2）式となる。

（2-2-2）式

計算地点における年間平均相対濃度 は，隣接方位からの寄与も考慮して以下のように計
算する。

（2-2-3）式

ここで，

：大気安定度（A～F）

：計算地点を含む方位

計算結果を表２．２．１－４に示す。

＜中略＞

評価項目②地表沈着，③吸入摂
取に用いる地上における放射性
物質濃度の計算方法
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変更なし



4-4. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

7

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

2.2.1.4 単位放出量あたりの実効線量の計算
建屋から放出された放射性雲による計算地点における空気カーマ率は，（2-2-4）式により
計算する。

（2-2-4）式
ここで，

：計算地点 (𝑥, 𝑦, 0)における空気カーマ率（μGy/ｈ）

：空気カーマ率への換算係数

：γ線の実効エネルギ（MeV/dis）

：空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1）

：空気に対するγ線の線減衰係数（m-1）

：放射性雲中の点 から計算地点 までの距離（m）

：空気に対するγ線の再生係数で，次式から求める。

ただし， ， ， ， ， については，0.5MeVのγ線に対する値を用い，以下の
とおりとする。

＝3.84×10-3（m-1） ＝1.05×10-2（m-1）

＝1.000 ＝0.4492 ＝0.0038

：放射性雲中の点 における濃度（Bq/m3）

評価項目①放射性雲からのγ線
に起因する実効線量計算方法
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変更なし



4-5. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

8

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

計算地点における単位放出量当たりの年間の実効線量は，計算地点を含む方位及びその隣接
方位に向かう放射性雲のγ線からの空気カーマを合計して，次の（2-2-5）式により計算する。

（2-2-5）式

ここで，

：計算地点における実効線量（μSv/年）

：空気カーマから実効線量への換算係数（μSv/μGy）

：家屋の遮蔽係数

：居住係数

, , ：計算地点を含む方位（Ｌ）及びその隣接方位に向かう放射性雲による年間平
均のγ線による空気カーマ（μGy/年）。これらは，（4-5-4）式から得られる空
気カーマ率𝐷を放出モード，大気安定度別風向分布及び風速分布を考慮して年間
について積算して求める。

計算結果を表２．２．１－６及び表２．２．１－７に示す。

評価項目①放射性雲からのγ線
に起因する実効線量計算方法

誤記
（4-5-4）式⇒（2-2-4）式
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変更なし



4-6. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

9

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

2.2.1.5 年間実効線量の計算
＜中略＞
(2)地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量
a.計算の方法
評価は「一般公衆の線量評価」に基づき，以下の式で求める。

（2-2-6）式

ただし，
：年間実効線量(mSv/年)

：

（0.8（mSv/mGy）は，空気カーマから実効線量への換算係数。）
：空気のγ線の線エネルギ吸収係数（1/cm）
：制動放射による損失の補正
：γ線実効エネルギ（MeV/dis）
：地表面附近の土壌における放射性物質濃度（Bq/cm3）
：空気，土壌の２層γ線ビルドアップ係数（－）

， ：空気及び土壌のγ線線減衰係数(1/cm)，土壌はAlで代用，ただし，密度は
1.5（g/cm3）とする。

, , , , , ：図２．２．１－２に示す
：土壌中の任意点(𝜌, 𝜃, 𝑧)から被ばく点までの距離（cm）

：放射性物質の土壌中鉛直分布
：被ばく点地上高（100cm）

被ばく点が１ｍ程度であれば，これに寄与する放射性物質の範囲は，被ばく点から10ｍ以内
である。このため通常は =一定と考える。したがって，上記式は，

（2-2-7）式
となる。

評価項目②地表沈着による実効
線量計算方法
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変更なし



4-7. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

10

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

b.空気及び土壌のビルドアップ係数（B）
空気，土壌2層のγ線ビルドアップ係数については，広く使用されているビルドアップ係数を
使用する。
1)  

2)  

ここで，

評価項目②地表沈着による実効
線量計算方法
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変更なし



4-8. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法

11

実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

c.放射性物質の土壌中鉛直分布 について
放射性物質の土壌中鉛直分布は，「一般公衆の線量評価」より，指数分布で近似できる。

（2-2-8）式

ただし，深さ の符号は下方を負とし，浸透係数 （1/cm）は，0.33を使用する。
地表面附近の土壌における放射性物質濃度は，大気と地面の接触による沈着（乾性沈着）と，
降水による放射性物質の降下（湿性沈着）を考慮して，（2-2-9）式により計算する。

（2-2-9）式
ここで，

：地表面付近の放射性物質濃度（Bq/cm3）
：無降水期間における地表面付近の濃度（Bq/cm3）
：降水期間における地表面付近の濃度（Bq/cm3）

評価項目②地表沈着による実効
線量計算方法

  zfCC
0



 zCC exp
0



rd
CCC 

0

0
C

d
C

r
C

z

変更なし



4-9. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法
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実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

(ａ)無降水期間における沈着量
無降水期間中は乾性沈着のみとなるため，（2-2-10）式～（2-2-12）式で表せる。

（2-2-10）式

（2-2-11）式

（2-2-12）式

ただし，
：地上における年間平均濃度（Bq/cm3）
：沈着速度（cm/s）
：物理的崩壊定数（1/s）
：放射性物質の放出期間
：沈着した放射性物質のうち残存する割合（－）
：放射性物質の地表濃度（Bq/cm2）
：降水期間割合（－）

ここで， は0.3cm/s， は1年， はフォールアウトの調査結果より平均値の0.5とした。
なお，降水期間割合（ ）を0とすれば，「一般公衆の線量評価」と同じ評価式となる。

評価項目②地表沈着による実効
線量計算方法

 


 d

dd

C
dzzCS   

0

exp

    
rr

r

gid
KT

f
VxS  1exp1

0

1 


    
rr

r

gid
KT

f
VxC  1exp1

0

1 




i
x

g
V

r


0
T

1
f

d
S

r
K

r
K

g
V 0

T 1
f

変更なし



4-10. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法
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実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

(ｂ)降水期間における沈着量
降水期間中は，乾性沈着及び湿性沈着が重なるため，（2-2-13）式～（2-2-15）式で表せ
る。

（2-2-13）式

（2-2-14）式

（2-2-15）式

ただし，
：地上における年間平均濃度（Bq/cm3）
：沈着速度（cm/s）
：降水による洗浄係数（1/s）で，以下の式により求める。

ここで，降水強度 （mm/h）は，気象データより，2.16mm/hとする。
：空気中放射性物質濃度の鉛直方向積分値で，

とし，風向別大気安定度別出現回数で平均化する。
：物理的崩壊定数（1/s）
：放射性物質の放出期間
：沈着した放射性物質のうち残存する割合（－）

降水時は地表面に全て残存すると仮定し，1.0とする。
：放射性物質の地表濃度（Bq/cm2）
：降水期間割合（－）

＜中略＞

評価項目②地表沈着による実効
線量計算方法

 


 r

rr

C
dzzCS   

0

exp

    
rr

r

r

gir
KT

f
LVxS

0

1 exp1 




    
rr

r

r

gir
KT

f
LVxC

0

1 exp1 


 

i
x

g
V


5.04102.1 I 

I
L





















0 12

2

1

2
exp dz

z
L

zi


r


0
T

r
f

1

r
S

r
K

変更なし



4-11. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法
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実施計画Ⅲ章第3編2.2.1 備考

(3)吸入摂取による実効線量
吸入摂取による実効線量は，「評価指針」に基づき，次の計算式を用いる。

（2-2-16）式

（2-2-17）式

ここで，
：吸入摂取による年間の実効線量（μSv/年）
：年間日数への換算係数（d/年）
：核種ｉの吸入摂取による実効線量係数（μSv/Bq）
：核種ｉの吸入による摂取率（Bq/d）
：呼吸率（cm3/d）
：核種ｉの年平均地上空気中濃度（Bq/cm3）

＜中略＞

評価項目③吸入摂取による実効
線量計算方法

 
i

IiIiI
AKH 365

iaIi
xMA 

I
H

365

Ii
K

Ii
A

a
M

i
x

変更なし



4-12. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法
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表２．２．１－４ 単位放出率あたりの年間平均濃度（(Bq/cm3)/(Bq/s)） 

放出位置 

評価位置 
1 号原子炉建屋 2 号原子炉建屋 3 号原子炉建屋 4 号原子炉建屋 

S 約 8.6×10-13 約 9.6×10-13 約 1.1×10-12 約 1.4×10-12 

SSW 約 7.6×10-13 約 8.8×10-13 約 1.1×10-12 約 6.1×10-13 

SW 約 3.7×10-13 約 4.1×10-13 約 4.8×10-13 約 7.9×10-13 

WSW 約 3.7×10-13 約 4.0×10-13 約 4.2×10-13 約 3.6×10-13 

W 約 3.1×10-13 約 3.2×10-13 約 3.1×10-13 約 3.2×10-13 

WNW 約 3.9×10-13 約 3.8×10-13 約 3.5×10-13 約 3.3×10-13 

NW 約 6.3×10-13 約 5.7×10-13 約 4.8×10-13 約 4.1×10-13 

NNW 約 5.5×10-13 約 5.1×10-13 約 4.6×10-13 約 4.2×10-13 

N 約 8.1×10-13 約 7.5×10-13 約 6.8×10-13 約 6.2×10-13 

S 方向沿岸部 約 8.0×10-13 約 8.9×10-13 約 1.1×10-12 約 1.3×10-12 

 

表２．２．１－６ Cs-134 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

放出位置 

評価位置 
1 号原子炉建屋 2 号原子炉建屋 3 号原子炉建屋 

4 号原子炉建

屋 

S 約 7.7×10-7 約 8.5×10-7 約 9.8×10-7 約 1.2×10-6 

SSW 約 7.0×10-7 約 7.6×10-7 約 8.3×10-7 約 9.0×10-7 

SW 約 4.5×10-7 約 5.2×10-7 約 6.1×10-7 約 7.2×10-7 

WSW 約 4.0×10-7 約 4.2×10-7 約 4.3×10-7 約 4.3×10-7 

W 約 3.7×10-7 約 3.7×10-7 約 3.6×10-7 約 3.4×10-7 

WNW 約 3.9×10-7 約 3.9×10-7 約 3.8×10-7 約 3.7×10-7 

NW 約 6.9×10-7 約 6.7×10-7 約 7.2×10-7 約 7.4×10-7 

NNW 約 5.9×10-7 約 5.8×10-7 約 5.5×10-7 約 5.1×10-7 

N 約 7.8×10-7 約 7.4×10-7 約 6.8×10-7 約 6.3×10-7 

S 方向沿岸部 約 8.5×10-7 約 9.6×10-7 約 1.1×10-6 約 1.3×10-6 

 

表２．２．１－７ Cs-137 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

放出位置 

評価位置 
1 号原子炉建屋 2 号原子炉建屋 3 号原子炉建屋 

4 号原子炉建

屋 

S 約 3.0×10-7 約 3.3×10-7 約 3.8×10-7 約 4.4×10-7 

SSW 約 2.7×10-7 約 2.9×10-7 約 3.2×10-7 約 3.4×10-7 

SW 約 1.7×10-7 約 2.0×10-7 約 2.3×10-7 約 2.7×10-7 

WSW 約 1.6×10-7 約 1.6×10-7 約 1.6×10-7 約 1.7×10-7 

W 約 1.4×10-7 約 1.4×10-7 約 1.4×10-7 約 1.3×10-7 

WNW 約 1.5×10-7 約 1.5×10-7 約 1.5×10-7 約 1.4×10-7 

NW 約 2.6×10-7 約 2.6×10-7 約 2.8×10-7 約 2.8×10-7 

NNW 約 2.3×10-7 約 2.2×10-7 約 2.1×10-7 約 2.0×10-7 

N 約 3.0×10-7 約 2.8×10-7 約 2.6×10-7 約 2.4×10-7 

S 方向沿岸部 約 3.3×10-7 約 3.7×10-7 約 4.3×10-7 約 5.0×10-7 

 

 
図２．２．１－２ 沈着評価モデル 

変更なし



4-13. 実施計画Ⅲ3.2.2.1の評価方法
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出典）
1. 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針 平成13年3月29日，

原子力安全委員会一部改訂
2. 東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防

護に関して必要な事項を定める告示（平成25年4月12日原子力規制委員会告示第三
号）

3. 発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について 平成13
年3月29日，原子力安全委員会一部改訂

4. U.S.NRC :Calculation of Annual Doses to Man from Routine Releases of
Reactor Effluents for the Purpose of Evaluating Compliance with 10 CFR
Part 50,Appendix I, Regulatory Guide 1.109, Revision 1,1977

変更なし



5-1. 評価結果（補正方法）の見直し
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沈着期間Tに対する
蓄積計算の比率を乗じる

𝐶0 ×
1 − exp −𝜆𝑟𝑇=5𝑦

′

1 − exp −𝜆𝑟𝑇0=1𝑦
𝐶0 ×

1 − exp −𝜆𝑟𝑇=5𝑦
′

1 − exp −𝜆𝑟𝑇0=1𝑦
×

𝑉𝑔=1
′

𝑉𝑔=0.3
×

𝑓𝑙=1
′

𝑓𝑙=0.5

蓄積計算部分に加えて沈着速度Vgと
残存割合flについても比率を乗じた

見直し
（沈着期間のみ補正）

過度に保守的な補正
（沈着期間＋沈着速度, 残存割合）

• Ⅲ章の評価方法では沈着期間を1年としているが，Ⅱ章は設備毎に供用期間（1号：6年間，2号：5年間）を
考慮しており，Ⅲ章の評価方法を用いるには，沈着期間を変えて評価を行う必要がある。

• Ⅲ章の地表沈着に起因する線量評価では，単位放出率（1Bq/s）当たりの1年間の地表沈着による線量を定
数として評価に用いていたので，沈着期間を変える場合は沈着期間に対する蓄積割合について補正する必要
がある。

• 沈着期間を変更（例えば5年間）して評価する際には，沈着期間のみ補正（下記の左式）で良い。

• しかし， 1,2号機の評価でⅢ章の評価方法を適用する際に，補正が不要な項目も補正【下記の右式】したた
め，過度に保守的(6.7倍)となっていた。

上述のⅢ章の定数には下記基本式の降雨影響の計算パラメータである沈着速度Vg 及び残存割合fl が既に考慮されている
のにも関わらず，右式で補正したことにより，結果として過度に保守的となった。

• そのため，実情に合わせて沈着期間のみの補正【下記の左式】に見直すとする。

• なお，この見直し補正方法により敷地境界線量の評価値（次頁）は小さくなるので，評価結果の判断に変更
はない。

【地表面付近の放射性物質濃度の基本式】

𝐶0 =
𝛼  𝑥𝑖
𝜆𝑟

𝑉𝑔 𝑓𝑙 1 − exp −𝜆𝑟𝑇0

約6.7倍

変更あり



5-2. 補正方法の見直しに伴う評価値への影響
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Ⅱ章2.11 添付-3-1 ２号機（既認可） mSv/年

評 価 方 法 放射性雲 吸入摂取 地表沈着 合計

1

実施計画Ⅲの方法

現在の実施計画
記載値

約6.4E-09 約7.9E-07 約3.0E-03 約3.0E-03 保守性が過大な補正

2
見直し後

補正方法の適正化
約6.4E-09 約7.9E-07 約4.4E-04 約4.4E-04

実情に合わせた補正
（沈着期間のみ補正）

 実情に合わせた補正に見直すことによる評価値への影響は下表の通り

Ⅱ章2.11 添付-3-1 1号機（申請中） mSv/年

評 価 方 法 放射性雲 吸入摂取 地表沈着 合計

1

実施計画Ⅲの方法

初回申請時
記載値

約1.4E-09 約1.6E-07 約9.0E-04 約9.0E-04 保守性が過大な補正

2-1

見直し後
補正方法の適正化

（初回申請時の評価条件）
約1.4E-09 約1.6E-07 約1.3E-04 約1.3E-04

実情に合わせた補正
（沈着期間のみ補正）

2-2

見直し後
補正方法の適正化

（一部補正申請時）
約1.2E-08 約1.6E-06 約1.1E-03 約1.1E-03

沈着期間の補正及び
評価条件の見直し※

※ 初回申請時の評価条件から以下の通り見直す
①放射性物質の放出率：ガレキ撤去実施前のオペフロダスト実測値(最大値)からガレキ撤去時の想定値に変更
②沈着期間：8年から6年に変更

変更あり
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既認可の記載 今回の適正化内容

4 ２号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について
（中略）

4.2.2.2 評価方法
原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台排気フィ

ルタユニットから放出される放射性物質による一般公衆の実効線量は，
以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量
(2) 吸入摂取による実効線量
(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量

4.2.2.3 放射性雲からのγ線に起因する実効線量
放射性物質のγ線に起因する実効線量については，「発電用軽水型原子

炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」の放射性雲からのγ線によ
る実効線量の評価の評価式を用いて評価する。

（中略）

4.2.2.4 吸入摂取による実効線量
吸入摂取による実効線量については，「発電用軽水型原子炉施設周辺

の線量目標値に対する評価指針」の吸入摂取による実効線量の評価の評
価式を用いて評価する。

（中略）

4 ２号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について
（中略）

4.2.2.2 評価方法
原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台排気フィ

ルタユニットから放出される放射性物質による一般公衆の実効線量は，
以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量
(2) 吸入摂取による実効線量
(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量
具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第3編

2.2 線量評価」に準じる。

（記載削除）

（記載削除）

実施計画の記載比較表（2号機の例）

6-1. 実施計画Ⅱ2.11の添付資料-3-1の記載内容
追 加
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既認可の記載 今回の適正化内容

4.2.2.5 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量

地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量については，
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価につ
いて」の地面に沈着した放射性物質濃度を計算し，放射性物質濃度から
の実効線量への換算係数を用いて評価する。

（中略）

4.2.2.6 評価結果

表4-3に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用構台の供用期
間である5年間（想定）続くと仮定して算出した結果，年間被ばく線量
は敷地境界で約0.003mSv／年であり，法令の濃度限度1mSv／年に比
べても十分低いと評価される。（表4-6参照）

また，「Ⅲ.3.2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価
（約0.03mSv/年）に比べても低いと評価される。

表4-6 原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用
構台排気フィルタユニットからの放射性物質の放出による
一般公衆の実効線量（mSv/年）

（記載削除）

4.2.2.3 評価結果

表4-3 に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用構台の供用期
間である5 年間（想定）続くと仮定して算出した結果，年間被ばく線量
は敷地境界で約0.0004mSv／年であり，法令の線量限度1mSv／年に比
べても十分低いと評価される。（表4-4 参照）

また，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第3編 2 放射性廃棄物等の管理に関
する補足説明」での評価（約0.03mSv/年）に比べても低いと評価され
る。

表4-4 原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用
構台排気フィルタユニットからの放射性物質の放出による
一般公衆の実効線量（mSv/年）

約4.4×10-4 約4.4×10-4約3.0×10-3 約3.0×10-3

実施計画の記載比較表（2号機の例）

6-2. 実施計画Ⅱ2.11の添付資料-3-1の記載内容
追 加


